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はじめに 
 

90年代後半に入り、インターネットの本格的普及と共に IT革命と呼ばれる情報通信技

術の急速な発展が起こった。この結果、情報通信産業、いわゆる IT関連産業が急成長し、

米国シリコンバレーを中心とする新興ベンチャー企業が相次いで台頭することとなった。

これら企業の中には、ドットコム企業と呼ばれ、収益性が怪しく単なるブームで注目され

た企業も数多い。しかし一方で、情報通信技術を巧みに活用し、新たなビジネスモデルを

構築した企業も確かに存在している。特に、米国ハイテク産業のハード部門は 70 年代後

半から、オープン・アーキテクチャーをベースとするダウンサイジング化やオープン・ネ

ットワーク・システム化という激変に加え、半導体部門を中心に日本企業の追い上げに直

面するのであったが、IT技術を活用した生産プロセス改善や、アウトソーシングを利用し
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た水平分業型ビジネスモデルへの転換を図ることで、この状況の克服を図るのであった。

そしてこの流れは、90年代のインターネットの登場によりさらに加速し、近年では、複数

の企業間結合でビジネスを行うバーチャル・カンパニー1や、製造を行わないファブレスメ

ーカー2という新たなビジネス形態が登場することとなった。この結果 90年代後半からの

米国ハイテク産業は、ソフト・サービス分野に加えて、先端ハード分野においても世界的

覇権を握ることとなったわけである。 

ハード部門における新興企業の急成長の背景には、従来から進みつつあったアジアから

の低価格部品の活用や、アジア企業での OEM3生産を活用した部分的製造アウトソーシン

グに加え、近年では EMS4と呼ばれる製造工程に特化をした製造請負工場への生産一括委

託という新たな構図が大きく関係している。特に EMS への製造アウトソーシングは、国

際規模で企業間競争が激化をし始めた 90 年代初頭から活発化し、今後さらに加速するも

のと思われる。このように米国を中心としたハイテク産業では、自社で全てをまかなう従

来型の垂直統合型ビジネスから、複数の専売業者の連携による水平分業型ビジネスへ移行

が進んでおり、この形態の中でも特に製造部門に特化をした EMS とメーカーのファブレ

ス化という構図が、近年のハイテク産業における新たなトレンドと言うことができる。そ

してこの EMS とファブレスメーカーの表裏一体の関係こそが、近年の米国ハイテクメー

カーの競争優位を条件づける大きな要因だと考えられる。 

 

2000年 10月、米国大手 EMSの Solectron5による Sony中新田工場と台湾の子会社 Sony 

Industries 台湾の買収が発表され、両事業所で働く従業員 2050 人がそのまま Solectron

に引き継がれることとなった6。Solectron はカリフォルニア州ミルピタスに本社を置き、

世界 21ヶ国で活動を行う EMSの最大手企業である。欧米の日系現地法人では、これまで

に工場を EMS へ売却したり、売却した工場で製品の製造委託を行うケースはいくつか存

在していたが、日本国内では EMSI7への関心はあったものの、品質へのこだわりや雇用維

持といった点から導入は見送られてきた。このような状況の中で、優良企業と言われる

Sony が国内工場の売却に踏み切ったことは、非常にインパクトの大きい出来事であった

と言える。そしてこの動きに触発される形で、Flextronics8やその他大手 EMSも日本事務

所を設けた他、相次いで国内 EMS やサプライヤーとの間で提携関係を結び、本格的日本

上陸の準備を開始し始めた9。 

Sonyの工場売却以降、国内でも EMSへの関心が高まり様々な分析が行われるようにな

った。国内における本格的 EMS の分析に関しては、NEC アメリカの稲垣氏が 2001 年 1
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月に著した『EMS 戦略』10が先駆けといえ、この他では香川大学の原田氏を中心とする

EMS 研究会が著した『EMS ビジネス革命』や日刊工業新聞の藤坂氏が著した『EMS が

メーカーを変える』といった文献、そして開発金融研究所の北氏による『日本企業の工場

部門改革の参考になるのか』といった報告書が現在までに発表されている。 

このような既存の文献では、主に米国大手 EMSの動向や、Cisco11、Dell12といった EMS

と IT 技術を活用した先進的企業のビジネスモデルの紹介が行われている。現在、日本の

製造業に関しては様々な部門で空洞化や競争力の低下といった議論が繰り広げられており、

EMS を始めとする欧米型の水平分業型ビジネスへ日本企業も転換すべきだという意見が

非常に多い。上記文献の『EMSビジネス革命』では、EMSを日本の産業社会を再建させ

うる救世主であるとしており、国内メーカーの製造部門を EMS へ転換することや、本体

機能を Ciscoや Dellといったバーチャル・カンパニーへ、転身することを強く提言してい

る13。また同様に、牧野氏もその著書『製造業は不滅です』の中で、今後日本の製造業が

競争力を維持して行くためには、バーチャル化やコア・コンピタンスの確立が不可欠だと

指摘している14。 

 確かに現在の日本企業は、最先端分野で米国企業に完全なリードを許し、その一方で台

湾、韓国、そして中国といった企業の急激な追い上げに直面する状況にある。このような

状態の日本企業にとっては、契約ベースの製造に特化をした EMS や製造アウトソーシン

グを徹底活用するファブレス化という流れは、工場の再復興が行える魅力的戦略として考

えられる。しかし、一連の提言が示すような安易な、EMS 化や国内メーカーのファブレ

ス化という方向に関しては、私は大きな疑問を抱いている。なぜなら現在注目を集めてい

る、EMS やファブレスメーカーは、あくまで米国のビジネス環境や社会的基盤をベース

とする形態であり、これをそのまま日本へ持ち込んだとしても、上手く作用しないように

感じられるからである。特に、EMS やファブレスメーカーという形態は、90 年代に本格

的に拡大したビジネスモデルであり、その中身自体も ITバブルと呼ばれた IT分野の特需

によって非常に曖昧な形でしかとらえられていない。また、日本においてはこのようなビ

ジネスモデルの新鮮さだけが伝えられ、実際の EMSビジネスがもたらす弊害や、EMSへ

製造を委託するファブレスメーカーの仕組みについてはあまり分析が進んでいないのが実

情と言える。 

 本稿ではこのような既存分析の現状を認識し、今後の国内メーカーの政策を考えていく

ためにも、欧米で広がる EMSとファブレスメーカーの関係について検証を行う。 
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第１章 Electronics Manufacturing Services Industry 
 

第１節 EMSビジネスの始まり 
 

 EMS とは自社ブランドを持たず、メーカーから依頼のあった製品の生産を一手に引き

受け、製品販売、マーケティング以外の全ての工程を行う隠れメーカーのことである。EMS

は完全な契約ベースで仕事の受注を行う製造専門工場であるため、CM15とも呼ばれている。 

EMSの始まりは 1960年代にエレクトロニクスメーカーの生産能力不足を補う下請け工

場という存在で始まった。当時のビジネス形態は、単に発注元メーカーから提供される部

品の組立てを行う組立て工場がほとんどであり、今日巨大 EMS となっている Solectron

や Flextronicsも 80年代初期の段階は IBMやHP16を始めとする大手メーカーの下請け工

場であった。 現在 EMS として活躍する企業の多くは、プリント回路基板の製造に携わ

っていた工場が多いのだが、これはプリント回路基板の組立てが元々エレクトロニクス製

品の製造工程の中でも非常に労働集約的な部門であったことが関係している。60年代、70

年代初期という、プリント回路基板組立ての自動化が進む以前は、シリコンバレーを始め

とする米国メーカーの多くが、アジアやラテンアメリカといった低賃金地域で組立て作業

を行っていた。しかし、80 年代に入り PC、WS といった新製品が登場し、ハイテク関連

製品のライフサイクルも半導体の集積度向上と供に急速に短命化した結果、メーカー側は

製造リードタイムの短縮化や製造設備等の固定費削減に努めるため、従来低賃金諸国で行

っていた組立て作業を、Solectron 等の地元下請け工場を活用して行うようになった17。 

また IBMや HPといった大企業に加え、Sun18や Ciscoといった生産設備の乏しい新興ベ

ンチャー企業も、これら工場を利用して製品生産を行うようになったため、プリント回路

基板の組立てを行う下請工場は徐々に重要な存在となる。 

 

EMS の成長に関しては、80 年代以降 PC や WS、ネツトワーク機器を始めとする新し

いハイテク市場の勃興や新興ベンチャー企業の登場という要因に加え、80年代に新しく導

入された表面取付け技術の SMT19の登場が大きく関係している。従来プリント回路基板は

スルーホール組立てと呼ばれる、ICから出る個々の線を、回路板の穴に通してはんだ付け

を行う製法で組み立てられていたが、SMTはエポキシ樹脂を使うことで電子部品の基板貼

り付けを可能にした。これにより、部品は基盤の両面へ貼り付けることが可能となり、回

路基板を小さくして、自動化率も大幅に引き上げることが可能となったため、容易に大量
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生産が行えるようになった20。しかし、SMTは技術的に複雑であり、１つのラインを導入

するだけでもかなりの費用を必要としたため、IBMや HPといった大手ハイテクメーカー

以外は導入が非常に困難な技術でもあった。 また、SMT はこれ以後もさらに高度化し、

個々のメーカーが独自にこのような生産技術を開発することはますます困難となり、最先

端技術を導入し製造だけに特化をした EMS を活用する企業の数は、ますます増加するこ

ととなった。 

 

Flextronics は元々シリコンバレーでボードスタッフィング21を行う下請け工場として

スタートした会社であり、80年代初期の段階では委託生産がほぼ全体を占めていたが、88

年になると収益の 85％が一括請負となるほど成長をしていた。また EMS 最大手の

Solectronは 1977年にシリコンバレーで太陽発電関係のベンチャー企業としてスタートし

たが、本来のビジネスが上手くいかず、直にボードスタッフィング分野へ進出を図った22。

そして、84年からは多額の投資を行い SMTによる組立てサービスを始めた他、翌年から

は JIT 方式で知られるトヨタ方式の生産工程改善や CSI23と呼ばれる、週ごとの顧客満足

度調査を導入し、提供するサービスの拡大と向上を図った。この結果、80年代終わりには

ソレクトロンの品質はシリコンバレーのどのシステムメーカーより優れたものと評価され、

このような最先端設備の導入と絶え間ない改善への取り組みが、91年と 97年に 2度マル

コム・ボールドリッジ賞24を受賞する原動力となったわけである。 

 

 以上のように初期の EMS が行ったサービスは、エレクトロニクス製品の中心部分とな

るプリント回路基板への、部品の手作業による組み込みサービスであったが、SMT技術の

登場と共に作業の自動化が進み、EMS が手がけるサービス自体も単なるプリント基板へ

の部品の組込みだけではなく、生産管理や部品調達といったサービスへ移行するようにな

ったわけである。 

 

第２節 EMSビジネスの特徴 
 

第１項 EMSと既存製造アウトソーシングの違い 
 

現在、大手 EMSが提供するサービスは単なる部品の組立工程だけではなく、図表 1が

示すように、製品の試作・量産設計、部品調達、サプライチェーンの管理、修理といった
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販売以外の全ての工程に及んでいる。 EMS が従来から存在する下請け工場や協力工場

と大きく異なる点は、系列などの関係に基づく生産ではなく、完全な契約ベースで仕事の

受注を行い、部品調達に関してもメーカー側から提供される部品ではなく、独自に調達を

行っている点にある。EMS はこのような完全契約ベースの生産工場であるため、同じ工

場の敷地内でラインごとに競合メーカーの生産を作り分けるといった状況が頻繁に起こり

える。 

 

 

       図表１ EMSが行う業務とその推移 

 

     出所）稲垣 公夫、『EMS戦略』、2001年、ダイヤモンド社 P50 

 

 

EMSの類似形態としてよく比較される OEM生産や ODM生産25は、実際のところ明確

な定義がなされておらず、かつ取引企業ごとでサービス内容が異なるため、一概にその分

別を行うことはできない。例えば北氏による OEMと EMSの違いは、OEMが基本的に製

造工程のみを受託し、部材調達は一般的に委託メーカー側が行っているのに対し、EMS

は生産、部品調達に加え、設計、試作、修理といった、その他のサービスも提供している

点にあると指摘している26。 山崎氏は、OEM生産とは相手先商標製品、または相手先ブ

ランド販売と呼ばれるもので、基本的に自社ブランドを持ったメーカーが製品のラベルだ

けを相手先のものに貼りかえるビジネスであり、一方の EMS は自社ブランドを一切持た
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ず、設計なども委託メーカーの指示に従うものとしている。そして OEM 生産と自社ブラ

ンドの販売区分に関しては、相手先ブランドで販売した方が得策と判断出来る場合に

OEM先に完成品を供給するとしている他、OEM用のハードウェアーは、OEM先のシス

テムに合わせてカスタマイズされているのが通常であると定義している。また OEM 生産

を行う企業は、限られた小数の委託元と取引するのが通常であり、EMS のようなサプラ

イチェーンのコーディネーターとしての戦略性が非常に薄いと指摘している。そして

ODMに関しては、自社設計の相手先ブランドによる生産であり、OEMに自社での製品開

発サービスが追加されたものだと定義している27。 

しかしながら山崎氏が ODMは自社ブランドでの製品を販売しないと定義している一方

で、藤坂氏、稲垣氏はまったく逆の定義を行っている。藤阪氏によると、OEM とはメー

カーが自社開発した製品の生産を拡大するために、他のライバルメーカーのブランドで製

品販売を行うこととしており、ODM に関しては、設計の段階から顧客と打合せを行い、

顧客の希望するコンセプトに合ったプリント実装基盤を作成、試作、評価し、必要に応じ

て製品の組立てまでを請負うビジネスだと定義している28。また稲垣氏によると、ODMは

自社でパソコンなどの製品を企画・設計し、それをパソコンメーカーなどに持ち込み、発

注元メーカーと自社の両方のブランドで製品販売を行うビジネスモデルだと定義している

29。  

 

このように OEM、ODM、EMS に関しては、これまでの研究を見る限り、明確で統一

性のある定義がなされているとは言い難いことが明らかであり、これらに関しての定義を

再度行う必要があると言える。 以下では、上記の議論を踏まえ、本稿における上記３モ

デルの定義を行ってみたいと思う。 

 

まず、従来から存在していた OEM というビジネス形態であるが、日本では OEMとい

う言葉は OEM 生産や OEM 供給という形で主に使われてきた。しかしながら、これらの

使用方法を見ると、先の山崎氏が挙げたような相手先ブランド名での、自社製品の販売と

いう側面と、自社で生産が行えない製品を社外に委託し、製造する側面に分けることがで

きる。つまり、前者の意味では、実際に生産をする組立てメーカー側が主体となり、販売

拡大を目指しているわけであるが、後者の意味では、むしろ生産を委託する側が主体とな

っている。そして、この後者のケースは、自社では技術的問題から生産することが難しい

高付加価値品を、他社から調達し製品ラインナップを補充するケースと、既に自社で製品
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してもコスト面の問題から採算があいにくい汎用品を、コスト削減の目的で社外生産する

2 つのケースが存在している。また、米国における OEM という用語の利用され方を見る

と、OEM を製品生産の委託を行う委託企業側を示しているケースもあり、ここでは日本

の例での後者の要素を含んだ OEM(Original Equipment Manufacturer)という意味だと

判断することができる。 このように日本では OEM 生産や OEM 供給として利用されて

きた、OEM という言葉であるが、実際には製品供給を行う企業側を主体としてケースを

指す場合もあれば、米国などの例のように生産委託を行う側を主体とするケースも存在し

ている。そして、OEMという言葉には、Original Equipment Manufacturing と Original 

Equipment Manufacturerという 2通りの使われ方が存在することも注意すべき点といえ

る。 

このような点をまとめ本稿における OEM の定義を行うとすれば、OEM と呼ばれるビ

ジネスモデルには、生産供給を行う企業が相手のブランド名を借り販売拡大を行うケース

と、生産委託を行う企業側が自社のリソース不足を補うために社外企業を利用するケース、

そして自社の効率化を図るために社外企業を利用するケースの３つに分類することができ

る。 しかしながら、あくまでこれらの形態は製品の委託や供給を社外の企業に行うだけ

のビジネスモデルであり、その対象とする工程も主に製造工程だけを対象としたビジネス

モデルであると言える。 

 

次に ODMに関してだが、先行研究における ODMの定義は、必ずしも自社生産を行う

かどうかという点が明確ではなかった。しかしながら、いずれの例も台湾企業に ODM と

いう形態が多く存在していることや、手掛けるビジネスがラップトップを中心とするパソ

コン部門に集中していることや、設計、開発といった上流工程も手掛けるビジネスだと定

義していたことを考えると、ODM は OEM のような組立て作業供給のみならず、設計や

開発も独自に行うモデルだと分別することが可能である。また、いくつかの先行研究では、

ODM企業の例として、自社ブランド製品の販売も手がける台湾の Acerを挙げていること

などから、本稿における ODM ビジネスの定義も、先の稲垣氏が指摘したような、製品の

企画、設計も手掛け、委託元と自社の両方のブランドネームで製品販売を行うビジネスだ

とする。  

最後に EMSの定義であるが、EMSに関してはやはりその手掛けるサービスが製品の試

作・設計、部品調達、組立て、サプライチェーンの構築、修理といったように広範囲に及

んでいることや、手掛ける製品群も単なるパソコンだけではなくネットワーク機器やゲー
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ム機、そして医療計測器など、各種エレクトロニクス製品に及んでいることが特徴として

挙げられる。また、EMS に関しては自社製品を生産しないという共通の見解が先行研究

においても指摘されていることから、本稿における EMS は、自社ブランドでの製品販売

は行わず、あくまで契約企業の製品を組立て供給するビジネスモデルだと定義を行う。そ

して、OEMや ODMとの違いは、あくまで ODMのような前工程のみを行うのではなく、

前工程に加え、サプライチェーンの構築や、修理といった販売以外の全ての側面をカバー

したビジネスモデルであり、手掛ける製品群もパソコン以外のエレクトロニクス機器を製

造するモデルであると定義できる。 

 

そして、これらの違いを図で補うと、OEM には図表２が示すように３つの形態が存在

しており、あくまでそのビジネスモデルのコアは製品の組立て供給・調達部分にあり、こ

こでの規模の利益を狙ったモデルと言える。 

そして、ODM と EMS に関しては、組立て工程以前の段階でかなりの共通する部分が

存在しているものの、あくまで ODM は前工程に特化をしたビジネスモデルであり、その

コアの部分は製造の組立てだけではなく、独自に設計や開発を行える点にあると言える。

そして、一方の EMSは、ODMと比較すると製品設計や開発工程は及ばないものの、前後

全ての工程をカバーしていることが特徴といえ、そのコアの部分は複数の企業から製品生

産の注文を受け取り工場の稼働率を上げる組立て工程と、規模の利益を活かした部品調達

工程にあるビジネスモデルだと分別することができる。 

 

ODM、EMSの両方に関しては上記のような定義付けをすることができたが、一方で近

年 EMSが開発、設計、試作部門も力を入れ取り組み始めていることや、EMSと ODMが

同一業者からビジネスを請負っていることなどから、この領域の区分が非常に曖昧になり

つつあると言える。また、大手 EMS は設計能力の強化や、開発から修理までのトータル

サービスを手掛けるために、近年 ODM への資本参加や提携を積極的に行っていることな

どから、30今後更にこの 2 つのビジネスモデルに関する分別は難しくなってゆくと予想さ

れる。 

 

 

 

図表２            OEMビジネスの形態 
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図表３       バリューチェーンの流れから見る EMSと ODM 

 
出所）北 真収、『日本企業の工場部門の参考になるか』の資料を利用し、著者が作成 
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第２項 EMSが手掛ける製品群 

 
前項での ODM との比較からも明らかなよに、EMS の手掛ける製品は非常に多岐にわ

たっている。図表 4は 1999年度の EMSIが手掛けた製品群を示したものであるが、この

表からも分かるようにEMSIが手掛ける製品の大部分はコンピューターやネットワーク機

器といった、いわゆる IT関連製品が中心となっている。この要因は、やはり EMSIの元々

の起源が IBM-PCを始めとするコンピューター関連製品の組立て工場であったことや、ハ

イテク製品特有のモジュール化や汎用性がアウトソーシングに特に向いていることが考え

られる。また稲垣氏によれば、医療関連部門や軍事部門の割合が低いことは、上記要因に

加えて固有の参入障壁が存在しているためだと指摘している。例えば、医療用エレクトロ

ニクス製品の製造に対しては、生命に関わる製品ということで、米国においては連邦政府

の FDA31による審査を受け、ライセンスを獲得する必要が存在しており、同様に軍用エレ

クトロニクスに関しても、国防省による厳しい機密保持要求が存在しているからである32。 

 

 

図表 4           EMS産業の製品別売上高比率（1999） 

 

出所）稲垣 公夫、『EMS戦略』、p55より使用 

 

 

次に、図表 5 は EMS を代表する SCI33と Solectron が手掛ける製品群の推移を示した
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ものであるが、ここからもコンピューター、通信機器といった部門が圧倒的比率を占めて

いることが分かる。また、項目の中の医療、軍事関連分野に関しても、あくまでその中身

は計測器などのエレクトロニクス製品や、戦車、戦闘機といった軍需品目に使われるエレ

クトロニクス部品となっている。 

 

 

図表５          大手 EMSが扱う製品群の推移 

 

 

以上のように、今日 EMS が手掛ける製品は前項の ODM との比較で示したように、非

常に多岐に及んでいるものの、やはりエレクトロニクス製品の中でも、いわゆる IT 関連

部門が中心であることがわかる。 このような EMS が手掛ける製品に関して、北氏は、

EMSは全ての電子機器の製造に向いているわけではなく、やはり PCのように技術革新が

激しく、ライフサイクルが短命で低価格化が必要な製品や、製造プロセスで差別化が難し

いものに向いていると指摘しており、今後もこのような IT 関連部門を中心とするビジネ
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ス形態は続くものと思われる34。つまり、日本において製造業、工場部門の新たなあり方

として注目される EMS だが、やはりそれは全ての製造業に通用するのではなく、組み立

工程以降での製品差別化が難しいデジタル製品や製品ライフサイクルが極端に短命でメー

カー側が設備投資を行いにくい製品でなければ適応性がないのではないだろうか。 

 

第 3項 EMSのグローバルな活動拠点 

 
 EMSは元々米国で始まったビジネスであるが、メーカー側の世界戦略に合わせる形で、

今では世界各地にその製造拠点を保有している。図表 6 は EMS の上位企業の概要を示し

たものであるが、上位各社の全てがアメリカ、アジア、ヨーロッパといった幅広い地域で

活動をしていることが分かる。いずれの EMS も米国に最も多く工場を保有しているが、

ヨーロッパにも同様にかなりの工場を保有している。特にその中でも、北欧のフィンラン

ドやスウェーデン、そして英国といった地域に数多くの工場が集中しているが、これは従

来規格の違い等からアウトソーシングが進まなかった携帯電話機の Nokia や Ericsson と

いった北欧企業が、相次いで EMS へ工場を売却したたことが関係している。また、工場

数と従業員数を見ても 1999年から 2001年の 3年間の間に、かなりの数が増加しているが、

これは近年の IT 不況の影響でメーカー側の工場売却が一段と加速して進んでいることが

原因と考えられる。 

 

EMS はこのように、大手ハイテクメーカーから次々と工場を買収し、同時に、従業員

もそのまま引き受ける形で、急拡大をしてきたわけである。しかしながら、EMS が行う

工場買収のほとんどは、直接資金を投入する形態ではなく投資銀行などの金融機関を仲介

役とし、そこからリースを受ける形態で行われている。 

 

図表 7は、Jabil35の工場概要をまとめたものであるが、Jabilの場合、32ある工場やオ

フィス、倉庫といった拠点のうち自社で保有しているのは 1/3にあたる 11ヵ所のみであり、

残りは全てリースの形態がとられている。そして、このようなリースを活用した形態は、

同様にその他の EMS にも当てはまり、この形態のおかげで活発な工場買収を繰り返して

も、バランスシートへ直に反映されない構図となっている。 

また EMS がメーカーから買収をする場合、買収後も売却先から複数年で製造受託契約

を請負っているケースが多いのだが、買収した工場の製造設備や情報システムに関しては、
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買収後直ちにその他の工場と同様な標準的製造ラインへ組み直しが行われ、情報システム

も全社的に共通の ERP36が導入される。EMS の大きな特徴の１つは、このような徹底し

た工場の標準化にある。これにより EMS は同じ製品をどこででも製造できる体制を作く

り上げ、各工場に共通した情報システムを導入することで、本社側で各工場の生産計画を

把握し、それに対する部品単位での需要計画を集計することが可能となっているわけであ

る。 

通常 EMS が保有する工場は、NPI センター37と呼ばれる、サンノゼなどのメーカー側

の開発拠点近郊に位置する量産試作工場と、南米、アジア、東欧といった低賃金国に多く

位置する量産工場に分かれている。工場の世界的標準化が進んでいない、メーカーであれ

ば生産ラインを移すだけで数ヶ月の期間がかかるが、工場の標準化が行われている EMS

であれば、NPIから量産工場へ生産ラインを移すことも容易にでき、かつ製造拠点に関し

てもメーカー側の販売戦略に合わせる形で選択することが可能である。また部品調達に関

しても、全世界的に共通の部品コードを利用し、情報システムの共通化が行われているた

め、ある工場でオーダーキャンセルにより発生した部品在庫でも、別の工場の生産計画に

含まれていれば、余分な注文を行わず部品の使い回しが可能となる。 

 

このように EMS は徹底した工場の標準化と全社的に共通の業務用パッケージソフトを

導入することとで、効率化を図っている。そして、これにより図表 8が示すような粗利益

の低い EMS ビジネスに関しても、販売費・一般管理費を極端に低下させることで、利益

確保を可能にし、なおかつ需要が激しく、製品ライフサイクルが非常に短命なハイテク製

品の製造に関しても、即座に対応し、スケールメリットを最大限に活かせる体制を作りあ

げているわけである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６          EMSトップ企業の概要 
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図表７ 
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図表 8  
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第 2章 メーカーのファブレス化と EMSIの仕組み 
 

第１節 ハイテク企業を取り巻く今日の経営環境 
 

EMSI はハイテク産業の競争条件が変化したことで生まれてきたビジネスである。メー

カー側が、組立て工程だけを EMSへアウトソーシングする動きは、既に 80年代中頃から

始まっていたが、今日のように製造工程を一括して EMS へ丸投げする動きや、自社工場

を売却し、製造を行わないファブレスメーカーへ転身する動きは、90年代後半に差し掛か

ってから活発化した流れである。EMS に対する、製造工程の一括委託は今後さらに加速

するものと予想されるが、何故メーカー側は製造工程を EMS へ丸投げするようになった

のであろうか。 このことを理解するには、一般的に言われているハイテク産業の競争条

件が 80 年代以降のダウンサイジング化とインターネットの登場で、オープンアーキテク

チャーやオープンネットワークシステムへ移行したことに加え、今日のハイテク企業を取

り巻く経営環境を考える必要がある。 

 今日のハイテク産業を取り巻き、メーカーに対し EMS の活用を促す経営環境は、大ま

かに分け以下の 3点に集約化することができる。 

 

① 顧客ニーズの多様化と製品ライフサイクルの極端な短命化 
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② 企業活動の多国籍化による国際レベルでの企業間競争 

③ アメリカを中心とするグローバルスタンダード経営の広まり 

 

以下では、このようなメーカー側の EMS に対する製造一括委託を加速させる要因を明

らかにするため、この 3点について検証を行っていく。 

 

第１項 顧客ニーズの多様化と製品ライフサイクルの短命化 

 
ハイテク産業が他の製造業と比較して大きく異なる点は、プロダクト・ライフサイクル

の変化の早さにある。通常、自動車、アパレルといった商品に関しても、製品ライフサイ

クルは存在している。しかし、あくまで両部門における製品サイクルはデザインや若干の

機能性の向上によるものであり、必ずしも数年前の製品がまったく利用できないというも

のではない。また、従来日本企業が得意とした AV 家電分野に関しては、性能、デザイン

の一新は確かに存在していたが、ハイテク産業と比較するとそのライフサイクルは中期的

ものと言える。一方コンピューター、通信機器といったハイテク製品は、半導体チップを

基本とするハードと、OS、AS といったソフトにより構成されており、製品自体の性能が

急激に向上し、その一方で旧製品の価格も急激に下落する特徴を持っている。 

この特徴は、ムーアの法則38や、ギルダーの法則39として知られており、実際これらの

法則を裏付けるように、ハイテク関連製品の性能は常に日々向上している。そして、ハー

ドの性能向上と平行する形でソフトの性能も向上しており、数年前の機械では互換性の問

題から最新ソフトが作動しない現象が発生する。この結果、ハイテク製品の価格は新製品

の投入と供に下落し、その下落速度も PCが 3 ヶ月ごとに新モデルが投入されるように、

非常に早い。そして次々と性能が向上した新モデルが登場するため、実際に一つの製品が

販売可能な期間は半年ほどで終了してしまう。また、半導体に関しては様々な製品で使用

されているが、ハイテク製品の買い替え需要がソフト等のモデルチェンジと平行するため

需要の変動が激しく、一方で設備投資には莫大な費用と時間が必要となるため、需給関係

のバランスが崩れやすく、価格が劇的に上下してしまう。 

 

このようにハイテク産業では、ハードとソフトの互換性の問題から必ず２～４年程度の

周期で買い替え需要が発生する一方、半導体の集積度が向上し、他社との競争に遅れをと

らないためにも、メーカー側は 3～6 ヶ月程度の間隔で、次々と新製品の投入を行わなけ
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ればならない。 

またデジタル製品は、内部部品がそれぞれに機能を持ったモジュールパーツの組合せで

あり、個別の複雑な技術に基づくアナログ製品よりも模倣が行われやすい特徴を持ってい

る。特に PC に関して言えば、内部部品のほとんどが外部調達することが可能であり、大

手メーカーの製品はモジュール化されたパーツと Microsoftの OS、そしてその他の ASを

組合せて販売しているので、製品レベルでの差別化が非常に難しく、アナログ製品と異な

り組立て工程に関する技術を必要としないため、生産工程の付加価値は極端に低いものと

なってしまう。 

このようにデジタル製品がほとんどであるハイテク製品は、その性能が常に向上し、同

時に旧製品の価格が急激に下落してしまう一方、製品の差別化が難しく模倣が行われやす

いわけである。 

 

 近年ハイテク産業のみならず、様々な産業において顧客ニーズの多様化が叫ばれている。

顧客ニーズの多様化要因は、第一に我々の物的生活レベルが満たされたことが挙げられ、

第二にテレビ、雑誌といった従来型のメディアに加え、近年ではインターネットという個

人が簡単に情報を送受信できるツールが登場したことが大きく関係している。 

現在主要先進国の状況は、白物家電、車、TV、オーディオ機器といったものは広く普及

し、実際の需要は新たな機能やデザインを兼ね備えた製品、もしくは旧製品の寿命による

買い替えが中心と言える。特に、PC や携帯電話、そしてインターネットの普及は、我々

の生活基盤が確立していたこともあり、非常に急速なスピードで普及することとなった。

このような機器の普及と近年の世界的デフレ傾向により、全産業的に顧客ニーズが多様化

し、一方で製品に対する品質や価格の要求は非常に厳しくなったといえる。また、インタ

ーネットの登場により情報検索や価格検索が容易に行うことが可能となり、オンライン販

売といった新たな販売形態が登場したことで、ハイテク製品に関して言えば、実質的に地

域間、店舗ごとの価格格差が発生しにくいメカニズムが出来上っている。 

このような顧客ニーズの多様化と、高品質、低価格志向をいかに反映し、製品を短期間

で売り切るかという力が、今日のメーカーには求められているわけであるが、他社に遅れ

をとらず、一刻も早く新製品を投入し、かつ短い製品寿命の間に製品を売り切るには、そ

れに応じた R&D と大規模な設備投資が必要となるわけである。しかしながら、今日の企

業は下記であげる株主利益を重視した経営も同時に求められ、なおかつその活動拠点が多

国籍化していることから、世界レベルで効率化を図ることはコスト的にも莫大な費用を要
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することとなってしまう。また製品寿命や規格が極端に変化するハイテク産業では、必ず

しも大規模な設備投資や研究開発を行っても、それに見合った資金回収が保障されている

わけではない。むしろ変化の素早いハイテク産業では、デファクトスタンダードを確立で

きた企業と、それ以外の企業の間に大きな差が発生するが、同時に変化が素早いために、

デファクトスタンダードを確立した企業も、製品自体が次世代へ変化すれば、必ずしも投

資した資金を回収できるわけでもない。 

  

第２項 企業活動の多国籍化による国際レベルの企業間競争 
 

 メーカーの企業間協業、アウトソーシングを加速させる第 2の要因は企業活動の多国籍

化である。多国籍企業に関する分析はこれまで様々な角度から行われており、企業の多国

籍化要因やその活動実態に関しては、今後も更なる研究が必要とさている。この点は、本

論分のテーマから外れるため、詳細な分析はそれら専門書に譲ることとしたい。しかし、

今日の企業活動が文字通り多国籍化し、世界レベルの企業間競争がなされ、国家間をまた

がった提携や M&A が行われていることは明らかであり、ハイテク産業においても同様に

あてはまる。 

ハイテク産業における多国籍化とは、部品調達、組立てといった製造レベルの側面と、

開発、マーケティング、販売、保守運用といったコア事業のレベルに分類することができ

る。 第１の側面に関しては、今日ハイテク製品で使用される大部分の部品が台湾、韓国、

マレーシア、フィリピン、中国といった東アジア地域で生産されており、これら内部部品

がアジア、北米、東欧といった地域で最終的に組み上げられる形が一般的となっている。

そして、第２の側面である開発や経営戦略の企画といった側面は、本社機能が集中する北

米、欧州、日本といった主要先進国で行われ、最終的販売や後の保守運営については各国

の現地子会社がそれぞれ担当する形がとられている。 

このような、先進国で企画や開発を行い、途上国や販売拠点の近郊で各地から調達した

部品を組み上げる体制は、家電製品や自動車産業などとそれほど大差はないと言える。し

かし、ハイテク関連製品に関しては、第１項で挙げたようにリードタイムの早さと在庫リ

スクが密接に関係しており、かつ後の第 3項で挙げるような経営環境の側面からも、世界

的レベルでの設備投資の効率化と生産効率の追及が強く求められている。また、近年の IT

不況による需要の急激な低下や、世界的競争の激化により、従来の日本企業で見られたよ

うな、各国ごとや部門レベルの SCM40の構築では、既に利益が確保しにくい状況に突入し
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ており、世界規模での SCMの構築が求められているわけである。 

 

第３項 アメリカを中心とするグローバルスタンダード経営の広まり 
 

EMS への製造アウトソーシングを促す第３の要因は、株主利益を重視する米国型の経

営が世界的に広まっていることである。元来、メインバンク制度や株式持合制度いで守ら

れてきた日本企業と異なり、直接金融が中心であるアメリカでは、年金基金や証券ファン

ドといった機関投資家の存在が非常に大きなものであった。特に 90 年代は、企業が確定

拠出型年金を導入したことや、手軽なオンライン取引が可能となったため個人株主が増加

し、ハイテク関連企業においては、社員へのストックオプションが広く給付されたことで、

常に株主を意識した経営が求められてきたわけである。 

図表 9は日米主要ハイテクメーカーの財務関連指数を示したものであるが、米国企業が

総じて ROE や ROA といった投資家が重視する指数が非常に高いのに対し、日本企業は、

外国人持ち株比率が 4割を越す Sony、Canon以外は非常に低い値となっている。 

 

株主利益を重視する欧米型経営においては、投資家の存在が常に意識されるため、ROE、

ROI、ROA、キャッシュフロー等の経営状況に関する指数が重要視される。このため、企

業はこれら指数の改善に取り組むことが求められるわけだが、今日の企業が直面する課題

は先の要因で挙げたように、顧客ニーズが多様化し、製品ライフサイクルが非常に短命で

あることから、複数の製品群をいち早く市場に投入する必要がある。そして、グローバル

な規模で確実に顧客ニーズを掴んだ製品を素早く投入するためには、販売機会を逃さない

十分な設備投資を行い、同時に他社に先を越されない潤沢な研究開発を進める必要がある。

しかし、十分な設備投資を行い、グローバルなサプライチェーンを全て自前で構築するに

は莫大な費用が必要となり、その一方でハイテク産業は常に高い在庫リスクが潜んでいる

ため、必ずしも投資に見合った売上と利益を獲得できるわけではない。 

 

 

 

 

 

図表 9 
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このように今日のハイテク企業は自社で全てを行おうとすると、常に相反する課題に直
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面することとなってしまう。しかしながら、グローバルな規模で生産設備を保有し、部品

調達や SCM の構築といったサービスを一手に提供する EMS を活用すれば、企業側は自

社の固定費を削減することができ、かつスピーディーに製品の市場投入も行うことが可能

となる。そして、このようにして削減することが可能となった費用は、R&D や販売・マ

ーケティングといった分野へ投資することが可能となり、同時に固定費の削減にも繋がり

ROAの改善が可能となる。 

 

図表 10はファブレス企業の代表例である Ciscoの財務内容を示したものである。Cisco

は全世界にある 34 の工場を使い顧客からの注文を充足しているが、そのうち自社の工場

はたった２つだけであり、残りのほとんどが EMSの工場である41。そして、図表 10が示

すように、同社は粗利益のかなりの部分を、営業活動やマーケティング、そして R&D へ

と費やされていることが分かる。つまり、Cisco は製造工程を一括してアウトソーシング

することで、この部分へは余計な費用を投資せず、一方で研究開発や企業買収を積極的に

行うことで、常に最先端の製品をいち早く投入できる体制を作上げている。そして、EMS

を活用することで、投資家が着目する一連の財務関連指数に関しても、高い値を保つこと

が可能となっているわけである。 

 

このような株主利益を重視する欧米型の経営スタイルであるが、近年日本においても重

要視される傾向が強い。これはバブル崩壊後の一連の金融危機と、ビッグバン導入による

護送船団方式の解体により、メインバンク制度や株式持合い制度の解消が徐々に進んでい

る結果である。そして、このような作用が働き始めた結果、国内メーカーの EMS への工

場売却や、EMSへ製造アウトソーシングを行う動きが加速しているわけである。 

 

以上のように､今日のハイテク企業を取り巻く経営環境は、企業に対し常に相反する課題

を突き付けている。そして、企業がこの要求を反映し、かつ世界市場で生き残るためには、

製造工程を一括して EMS へアウトソーシングすることが得策となり、このような一連の

競争条件と市場環境の変化が、90 年代中頃からのハイテクメーカーによる、EMS への生

産一括委託を促す主要原因であると考えられる。そして、これに加えて IT バブルが崩壊

したことで、メーカーの立場が深刻化し、メーカーのファブレス化に拍車をかけているも

のと思われる。 
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第 2節 EMSの仕組みとその拡大 

 
前節の内容をから、今日のハイテクメーカーがどのような問題に直面し、何故 EMS へ

製造アウトソーシングを行い、ファブレス化や事業領域の戦略的特化に取り組むのかが明

らかになったと思う。しかし、一方の EMS に関しては、何故影のメーカーに徹し、莫大

な設備投資費とリスクを負担してまで、グローバルな製造拠点を確保するのか理解し難い

と言える。以下では、EMS というビジネスモデルのからくりを分析することで、今日の

EMSIの新たな傾向を検証する。 

 

 EMS というビジネスを考えた場合、まず容易に想像できるメリットとして工場の稼働

率が向上する点が挙げられる。EMS はメーカーから独立した存在であるため、系列など

の縛りに関係なく、仕事の受注を行うことができる。また仕事の受注に関しても、自社製

品の製造を行わない影のメーカーであることや、各企業の機密事項を保持することが前提

となっているので、実際に Cisco や Nortel、そして Nokiaや Ericssonといった競合会社

同士からも頻繁に仕事を請負っている。このように EMS には個別メーカーの工場という

縛りがないので、様々な企業から仕事が受注でき、これにより工場の稼働率を常に高水準

で保つことができる。 

しかしながら、EMS の利益の源泉となる最大のポイントは、複数の企業と取引を行う

ことで受注量を安定化させ、設備の稼働率を向上させる点にあるわけではない。一般的に

EMS の生産原価の 8 割近くは部材調達費が占め、残りの 2 割程度が加工・組立て費だと

言われている42。EMSが最も利益を生み出せるポイントは、この 8割部分に当たる部品調

達費を、規模の利益を活かしていかに安く調達するかにかかっている。EMS が製造を請

負うハイテク製品は、内部部品がそれぞれ特定機能を持ったモジュルールパーツの集まり

であり、最終的な製品ごとの違いは存在するが、共通した内部パーツが数多く利用されて

いる。このため、EMS は複数の競合企業から仕事を受注すればするほど、内部部品の調

達でスケールメリットを発揮することが可能となる。そして、近年のように設計段階から

EMSが参加することで、完全に EMS側が内部部品の決定権を握ることが可能となり、後

の部品調達工程で非常に有利な状況を作り出すことができるわけである。 

このように、EMS はメーカー側から多くの工程を任されることで、内部工程でスケー

ルメリットを発揮することができ、特に部品調達の面でこのメリットが発揮されるわけで

ある。そして、このような規模の利益を活かして低価格の部品調達を行う、部品調達商社
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的機能こそが EMSビジネスの本質的ポイントだと言う事ができる。 

 

このように EMS は、ハイテク企業から販売以外の工程を一括受注することで、スケー

ルメリットを活かしたビジネスを行うことができ、一方のハイテクメーカー側も EMS 側

のグローバルな製造拠点と、整った SCM の体制を利用することで、リスクの高い製造工

程を負担せず、研究開発や販売、マーケティングといった部門へ力を集中することが可能

となる。しかしながら、メーカー側が EMS へ要求する要望に応じ、スケールメリットを

活かした利益を獲得するには、EMS 側にそれを実行できる能力が必要となり、逆に言え

ば今後さらにメーカーの製造アウトソーシングが進展しても、グローバルで仕事の一括受

注が行えない EMS や、仕事を受注してもスケールメリットを発揮できる部品調達力がな

い EMSは、今後淘汰されると思われる。 

EMSIは元々90年代初頭から本格的に急成長してきたビジネスであったため、比較的こ

れまでは業界全体が上り調子であった。しかしながら、図表 11が示すように 90年代後半

の段階で上位 5社が占める割合は約 4割近くに達しており、今後さらにその割合は増加す

ると見込まれている。 

  

図表 11      上位企業に集中する EMS業界の売上 

 

  原所）メリルリンチ証券 

出所）稲垣 公夫、『EMS戦略』 
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また先の図表 6によれば、99年度のデーターを見るだけでも、既に上位 8社とそれ以下

の企業の間には、売上高や工場数、生産ライン数でかなりの差があることが分かるが、こ

こで 8 位に位置した Sanmina は、完全に SCI に買収統合がなされており、6 位に位置し

た NatSteel と 13 位の C-MAC Industries も Solectron が株式の過半数を保有する形で、

既に買収がなされている。同様に、10位の Dovatron Internationalも Flextronicsに買収

され、既にこの 3年あまりで上位 5社への更なる集中が進んでいると言える。 

 

このように、これまで順調な上昇傾向にあった EMSIであるが、IT不況の影響による受

注量全体の低下や、EMS 側に求められるサービスの多様化などから、急速に淘汰の段階

へ突入しており、今後も上位 5社を中心に EMSIの寡占化は進むものと予想される。 

 

 

第３章 EMSの拡大とその問題点 
 
 これまで検証を行ってきた EMSビジネスの概要やその始まりに関しては、既に先で紹介

した先行研究においても比較的よく分析が行われている。しかしながら、本章で取り上げ

る IT不況によって明るみとなった、ファブレス企業と EMSの関係や問題点、そして EMS

の拡大が生み出す新たな弊害に関しては、いずれの先行研究においてもまったく触れられ

ておらず、この問題点を理解することが、今後日本において EMS を取り入れた水平分業

型ビジネスを考えていく上で、非常に重要な点であると思われる。 

 

第 1節 ファブレス企業と EMS 

 
第 1項 バーチャルカンパニーの実現による Cisco神話 

 

 今日のハイテク産業を取り巻く環境を考えた場合、EMS という生産工程を一括受託し

てくれる独立工場の存在は、生産委託を行うメーカーにとっても、EMS にとっても非常

に効率的関係だと言う事ができ、まさに両者の関係はWin-Winの体制であったと言える。

このような、EMSと EMSに製造を委託するメーカーの成功例として、ネットワーク通信

機器メーカーの Cisco の例は至る所で紹介されてきた。 

Ciscoは 84年に設立された企業で、インターネットの急激な普及と供に急成長を果たし
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た企業である。インターネットバブルの絶頂期には、同社の株価は世界一の通貨と言われ、

2000年 4月には一時、GE、Microsoftを抜いて最大の時価総額の企業となった。 

同社はこのような急激な成長や、e-commerce、e-learning といったインターネットを

ベースとする情報システムを活用した先進的経営を行っていたことで、インターネット時

代の企業モデルとして非常に注目を集めていた。また同社は、ルーター、スイッチといっ

た IP ネットワーク機器部門でおよそ 8 割近くのシェアを占めるメーカーでありながら、

その製品の 9割以上を社外で製造するファブレスメーカーとしても有名であった。 

 

 Ciscoが販売を行うネットワーク機器の 9割近くは、同社のホームページ上にあるCCO43

から注文が行われ、この注文情報は即、同社が製造を委託する EMS の元へ送られる。同

社と EMS の情報システムはエクストラネットで結ばれ、特に関係の深い EMS に関して

は同社の ERPシステムがそのまま共有されている。 

例えば、Jabilのフロリダ工場の一角には、Cisco製品を BTO44で組立て、直接出荷をす

るダイレクト・フル・フィルメント・センターが設けられている。そこには Ciscoの ERP

システムの端末が設置されており、そこから表示される Cisco の顧客からの注文情報を

Jabil社員が読み取って、生産が開始される。そして組み上げられた製品は、Ciscoの検査

部門に直接つながる専用線に接続され、Cisco 側が用意するテストプログラムがネットワ

ーク経由で自動的に検査を行い、これが完了すれば直接 Jabil の工場から顧客の元へ出荷

が行われる45。 

 

Cisco はこのような環境を構築することで、顧客の情報を直接生産ラインに反映するこ

とが可能となり、在庫を生まない BTOが EMSという他社も含めたバリューチェーンの間

でも可能となったわけである。この結果 Cisco は必ずしも自社で生産を行う必要がなく、

かつネットワークを通じたバーチャルインテグレーションを複数の企業間で実現すること

で、在庫も発生させない究極の SCMを生み出したと賞賛されていた。 

このような Cisco が実行した、バーチャルインテグレーションに基づいた、製造を行わ

ないメーカーのことをファブレスメーカーやバーチャルカンパニーとして呼ぶわけであり、

インターネットの登場や情報処理システムの向上はまさにメーカーのバーチャル化と在庫

リスクを低下させる企業間連携を可能にしたと、高い評価を獲得してきたわけである。 

 

 しかしながら、このように完璧といわれた Cisco の神話は IT 不況の到来により見事に
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崩れ去り、在庫を持たないはずであった同社は 22億 5000万ドルにも及ぶ在庫償却を実行

しなければならない結果となり、これまで順調な伸びを記録していた同社も、2001年度は

先の図表 10 が示すように赤字を計上する結果となった。では、このような完璧と讃えら

れた、Ciscoのビジネスモデルにはどのような点で問題があり、EMSはいかにそれに関係

をしていたのであろうか。 

 

 

 

図表12                Cisco systemsにおけるバーチャルSCMの構図 
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注）CSC：Cisco Supplier Connection /E-hub CiscoとEMSを結ぶ情報システムのこと。 

  A&D Acquisition and Development: シスコでは、買収を１つのR&Dととらえてい

る。 

利用）JECALS資料、『欧米SCM先進事例に見る成功要因と日本市場への提言』、 

   Kenneth L. Kraemer, 『Business Model : Cisco Systems』 

    Cisco社Web-Site等を参考に作成 

 

第２項 IT不況が浮き彫りにしたバーチャルインテグレーションの虚像 
 

在庫を持たない究極のビジネスモデルと賞賛されたい Ciscoが、ITバブルの崩壊により

突如として、過剰在庫を抱えるようになった原因は 2つの点に集約化することができる。 

 

第１の原因は、Cisco自身が ITバブルを意図的に作り出し、実態を反映しない経営見通

しと、誤った判断を行ってしまったことである。そして、第２の原因は、同社と EMS を
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結んだバリューチェーンの SCMには、EMS以下の部品サプライヤーがまったく参加して

おらず、Ciscoも部品サプライヤーも EMSという壁の存在で、まったく両者の情報が把握

できなかったところにある。 

 

90年代末の米国通信業界では、増加するインターネットアクセスに対応するため、新技

術を取り入れた設備増強と、顧客への DSL46サービスが開始され始めた。ISP47の多くは、

莫大な設備投資と顧客獲得を狙った DSL サービスの低価格競争が影響し、実際にはその

ほとんどが赤字であった。しかし、高水準で推移する株価と、増加が見込まれる利用者数

への期待感に支えられ、なんとかその経営がなされていたわけである。 

  

元来、Cisco の主要顧客は公的機関や民間企業が中心であったが、ISP の積極的設備投

資により、顧客層に占める ISP の比率は年々増加傾向にあった。Cisco を始めとするネッ

トワーク会社の多くは資金繰りの苦しい ISP に対し、ベンダーファイナンスと呼ばれる、

一種の資金融資を行い、実質的に ISPはこのベンダーファイナンスを利用することで、設

備の増強を行っていたわけである。 しかしながら、IT バブルの崩壊により IT 関連株の

ほとんどが暴落し、同時に ISP の顧客であったドットコム企業も相次いで倒産したため、

ISP の資金繰りは急速に悪化し、Cisco を始めとするネットワーク機器メーカーに行った

発注のほとんどがキャンセルされることとなった。 

90 年代後半のネットワーク機器市場では、インターネット利用者の爆発的増加により、

部品供給部門から、最終製品の全ての段階において供給不足の状態が続いていた。Cisco

における製品生産プロセスは、基本的には BTO に基づいたものであったが、旺盛な注文

と部品不足に対応するため、実際にはかなりの見込み生産と EMS への重複した発注が行

われていたと言える48。図表 13は一連のプロセスを図にしたものであるが、ここからも明

らかなように、本来であれば適切な情報に基づいた生産により、過剰在庫を生まないプロ

セスが構築されていたにも関わらず、ベンダーファイナンスを行うことで自らもバブル形

成に加わり、そこで発生したいわば架空の需要に対し、適切な判断なしで見込み生産を大

量に行ったことがそもそもの原因であったわけである。 
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図表 13         Ciscoにおける在庫発生プロセスの過程 

 

 
 



 
 
国際関係論集 2,  April 2002 

利用）日本経済新聞、2001年8月27日 

Web-Site ZDNETのニュース記事 

<http://www.zdnet.co.jp/zdii/0104/25/an_022.html>、 

<http://www.zdnet.co.jp/zdii/0105/11/an_001.html> をもとに作成 

  

次に、第２の原因についてであるが、ITバブル崩壊後のハイテク機器メーカーの過剰在

庫に関しては、EMS が仲介媒体役として生産プロセスに介在していたことが、様々なと

ころで指摘がなされている。しかしながら、過剰在庫をめぐる EMSの関わりに関しては、

EMS の契約内容があまり知られていないこともあり、必ずしも理解されていない点があ

る。 例えば、三和総合研究所が発行している調査報告書によれば、一連の過剰在庫は、

メーカー側が SCM により在庫の圧縮を図り、その一方で生産計画の誤った過大予測を

EMS へ流した結果、EMS が通常の適正水準以上に在庫を抱え、セットメーカー以下の

EMS とサプライヤーが過剰在庫を抱える結果と指摘している。そして、これを招いた要

因として、EMS はマーケティング機能や販売を実際に行っておらず最終消費者の市場動

向が適切に把握できていなかった点が挙げられている49。 しかしながら、確かに一連の

IT バブルの崩壊は、EMS に対してもかなりの過剰在庫を生み出したものの、それ以上に

セットメーカーや部品サプライヤーに対して過剰な在庫をもたらしたことが実情といえる。 

 図表 14は Ciscoが行った在庫償却費の内容と当時の EMSとの取引関係を示したもので

あるが、ここからも明らかなように不良在庫の 8割は組立て前の部品であったことが分か

る。これまで示したように、Cisco 製品の 9 割近くは社外で製造が行われており、図表が

示すような大手 EMS を中心に生産の委託が行われていたのであった。このような EMS

との契約は、あくまで製造の外注ということであり、EMSが Cisco向けに発注をした部品

在庫は、基本的には Cisco が責任を負うことになっている。通常、生産委託という事業モ

デルの契約は、発注済み部品や組立て段階の製品は、製造委託元が責任を持つこととなっ

ており、EMSはあくまで、メーカーに代わって生産を行うだけの存在となっている。 こ

のことから判断すれば、実際には先の報告書が指摘したようなセットメーカー以下の部分

が SCM と誤った需要予測により過剰在庫を抱えたというよりは、むしろ EMS も見込み

発注により在庫を抱えたけれど、それ以上にセットメーカーや部品サプライヤーが在庫を

抱える結果となったと表現する方が適切ではないのだろうか。 

また在庫を持たない SCMと呼ばれた Ciscoのシステムは、図表 12が示すように、顧客

と Cisco、そして EMSを結んだだけのものであり、EMS以下のサプライヤーについては、
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Ciscoは関知しておらず、EMSがサプライヤーに対して行った発注はほとんど把握してい

なかったのが実情であった50。 

 

通常、EMSはメーカー側から２～３ヶ月程度前に、ある程度の生産量の内示を受けて、

実際の確定した発注はインターネット経由などで行われ、Cisco の場合もこのような形で

注文がなされていた。そして EMS は、サプライチェーン管理ソフトを利用し、過去の受

注データーやメーカー側からの生産予定に基づいて、購買計画と生産スケジュールを作成

し、毎週の需要動向の予測を行う。そして、この予測に基づいて、部品サプライヤーへの

注文と、メーカー側への納入時期の回答が行われるわけである。また、EMS と部品サプ

ライヤーとの取引は、通常 6ヶ月程度前に大まかな需要予測が示され、その上で週単位の

確定した注文が送られる形が採られていた51。 

 

図表 14    Cisco 2001年度、第３四半期の在庫償却の詳細な内訳 
製造中部品

（２０％） 
ボード組立部品 4億 5000万ドル 

メモリー 3億ドル 
レーザー、モジュラー等の光通信機器 4億 5000万ドル 
電源装置 1億 5000万ドル 

原材料 
（８０％） 

その他の半導体（非メモリーチップ） 9億ドル 
Cisco systems 第 3四半期、在庫償却内訳合計 22億 5000万ドル 
企業向け 30％ 
ISP向け 70％ 

Cisco-EMSの関係 
Jabil 16% 

Solectron 12% 
Flextronics 10% 
Sanmina 10% 
Celestica 5~10% 

出所）Cisco社 Web-site press release 

ZDNET：http://www.zdnet.co.jp/zdii/0104/25/an_022.html  

http://www.zdnet.co.jp/zdii/0105/11/an_001.html 以上の資料より作成 

  

しかしながら、Cisco における情報システムはあくまで、Cisco が保有する情報を EMS

と共有するだけのものであり、EMS が実際にどのような活動を行っているのかは、Cisco

側は正確に把握していなかった。また、このシステムには部品サプライヤーは含まれてお

らず、あくまでリアルタイムな市場動向を掴めるのは、EMS までの段階となっており、

それ以下の部品サプライヤーは、長期的発注予測に基づいて準備を行うしか仕方がない状

http://www.zdnet.co.jp/zdii/0104/25/an_022.html
http://www.zdnet.co.jp/zdii/0105/11/an_001.html
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況となっていた。また、EMS から部品サプライヤーに対して行われる注文は、納入期限

や価格が厳しく、変更も当然のごとく行われるため、実際はメーカーと EMS の在庫を部

品サプライヤーが肩代わりする形となっていた。そして、第１の原因で示したように、旺

盛な製品需要と部品の供給不足により、Ciscoは BTOだけではなく、大量の見込み発注を

様々な EMSへ重複する形で行い、EMS側も不足する部品を少しでも確保するため、部品

サプライヤーの在庫状態を正確に把握せず、サプライヤー側へ大量の発注を重複する形で

行っていたわけである。そして、最終的にバブルが崩壊し、注文商品が相次でキャンセル

され、予想していた追加需要がバブルと化し激減したことで、Cisco と部品サプライヤー

の両者が、大量の過剰在庫を抱える結果となってしまったわけである。 以上のような流

れを考えれば、やはり先の報告書が指摘したような EMS が市場動向を正確に把握してい

なかった側面もあるものの、むしろ問題はセットメーカー側が、EMS が行っている部品

発注数や、部品サプライヤーの状態を把握していなかったのが問題ではないだろうか。ま

た、Ciscoの例で言えば、EMS側は顧客による Ciscoへの注文情報を端末を通じてある程

度把握しており、むしろ問題は Cisco がベンダーファイナンスを通じて作りだした仮需要

や、過大な見込み発注ではないだろうか。 

 

以上のように、究極の SCMと呼ばれた Ciscoのバーチャル・インテグレーションには、

EMS の行動と、それ以下の部品サプライヤーの情報が含まれておらず、部分的な最適化

を実行可能にしただけのモデルであった。また、実際には立場の弱い部品サプライヤーが

さらに厳しい環境に追いやられてしまい、本質的な川上から川下にかけての在庫削減とは

程遠いモデルであったと言うことができる。また、EMS が一括して生産に関する工程を

管理するため、メーカー側は部品サプライヤーの情報を掴むことができず、一方で部品サ

プライヤーもリアルタイムな情報共有システムに組み込まれていないため、市場動向を正

確に把握することができなかったわけである。 

このように、大量の部品発注を武器とする EMS がメーカーと部品サプライヤーの間に

存在したため、どちらも EMS の対岸領域の情報を入手することが困難となり、正確な需

給関係の状況が見えにくくなってしまったわけである。 

そして、部品サプライヤーに関しては、リアルタイムではない劣化した情報に基づいた

対応を行わなければならなかったため、この部分に在庫リスクが集中し、結果的に最も在

庫を負担する結果となってしまったわけである。 

以上ように、完璧といわれた Cisco のバーチャル・インテグレーションの失敗には、従
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来型の経営見通しの誤りという問題と、部分的最適化という問題が内在していた。そして

これに加え、EMS という規模の利益を活かした仲介事業者が介在することで、バリュー

チェーン全体におけるトータルな需給関係が不透明となり、結果的に重複や大量の見込み

発注を招く原因になったわけである。 

 

第２節 EMSと部品サプライヤー 
 

ここ数年で急速に台頭した EMS であるが、この巨大化は EMS と部品供給を行うサプ

ライヤーとの間に新たな弊害をもたらしている。従来から、メーカー、部品サプライヤー

との間には、注文を行う発注元と納入会社という並列的関係よりも、メーカーとその下請

けという従属的関係が存在していた。日本で考えれば、部品サプライヤーの多くは、技術

は高いが資金力を欠く中小企業がほとんどであり、受注減らしやメーカーからの切り捨て

を避けるため、メーカー側が提示する厳しい納入期限の指定や価格に沿うよう、努力を勤

めてきたわけである。特に日本のメーカーは、本体の経営健全化や競争力の向上を行うた

め、JIT方式の強化や近年では IT技術を活用した SCMといった製造工程の改善を追求し

てきた。これら一連の製造工程の改善策は前節の Cisco の例からも分かるように、メーカ

ー本体の在庫減少に寄与するものの、川上から川下というトータルな流れで見た場合、情

報化が行われず完全な下請けである部品サプライヤーに多くの在庫を積ませ、結果として

弱い立場の部品サプライヤーが非常に厳しい立場に追いやられてしまう、ゼロサム的改善

に留まるケースがほとんどであった。 

このような従来の構図に対し、近年のメーカーによる EMS への生産一括外注という構

図は、様々な部品サプライヤーに対して新たな弊害を生みだすこととなっている。EMS

ビジネスは前章で示したように、複数のメーカーから仕事を受注し、規模の利益を活かし

て部品調達コストを低下させる点にポイントがある。このようなメーカー側の生産アウト

ソーシングが加速することで、EMSの存在が大手メーカーを凌ぐほどにまで達しており、

部品サプライヤーは既に EMS が提示する、厳しい注文を無視できなくなっている52。こ

のように EMS は、仕事の受注力と大量の部品発注で規模の利益を利用し、部品調達の点

で非常に優位的立場を形成している。また、EMS は従来型のメーカーと異なり系列に縛

られない存在であるため、従来のメーカーが行っていたような系列企業から部品調達を行

う必要は存在していない。つまり、EMS は自らの注文条件を満たすことができる部品サ

プライヤーをグローバルに選別することが可能なわけであり、同時に大量の部品発注を行
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うことで、非常に厳しい注文を部品サプライヤーに課す事が可能となっている53。 

 

EMS が部品サプライヤーに対して行う注文は、価格設定や発注量の変更、キャンセル

条項といった点で非常に厳しい条件が課されている。このような契約の中には、一度価格

を設定した部品の類似低価格品が他社から販売された場合、その差額をサプライヤーが補

填する義務や、それ以下の価格で部品納入を行うことを定めたものが存在している。部品

納入の期限に関しては、１週間ほど前に発注数を変更し、それにサプライヤーが対応でき

なければ罰則規定を課す条項が存在している一方、EMS が発注をした部品のキャンセル

に関しては、サプライヤーが在庫を引き取る契約がほとんどとなっており、まさに EMS

のサプライヤーとの契約は、キャンセル・変更の自由、在庫の押し付け、価格の独自設定

といった公平性を欠いたものだと言える54。そして、年々EMSの存在が大きくなっている

結果、部品サプライヤーは EMS の存在を無視できなくなっており、日系の大手部品供給

会社に関して言も、図表 15が示すようにその取引量が徐々に増加していることが分かる。

このように EMS という生産を一括受託する仲介事業者が生み出されたことで、サプライ

ヤーは立場的にさらに厳しい状況へ追い込まれているわけである。 

 

図表 15 

 
 

このような新たな構図に対し、日系大手半導体サプライヤーの村田製作所では担当者が

常に A４判紙２枚にかかれた契約条項のチェックリストを持ちあるき、不利な契約条項が
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含まれていないかチェックを行い、含まれていれば徹底的に交渉する姿勢を採っている。

また同様に TDKでは、大手 EMSを対象とした営業に特化をする専属部隊を昨年の４月か

ら設け、EMSに生産を委託する各機器メーカーの担当者と、EMS専属の担当者の２重構

造で、EMSからの発注に関する情報を集め、EMSの発注動向に関する対応を行っている。

また、カスタム IC大手のロームは、無理難題を提示する EMSとは取引を行わない姿勢を

示し、EMSとの対等な取引を行うことを前提としている55。 

確かに、このような日系大手企業が行う対応はそれなりの自衛策として、評価できるも

のであるが、これ以下の中小部品サプライヤーに関しては必ずしもこのような対応が行え

るわけではなく、かつ今後 EMS への生産アウトソーシングが加速すれば、大手部品サプ

ライヤーといえども対等な関係で取引を行うことは非常に難しいと思われる。 

 

おわりに 
 
 近年、日本の製造業復活の鍵を握ると考えられている EMSであるが、やはりこれは全

ての製造業にあてはまるビジネスモデルとは言い難く、モジュール化が進み、製品ライフ

サイクルが極端に短命なハイテク産業ならではのビジネスモデルであると言える。 

 

現在、国内ハイテクメーカーは長引く不況や、中国の台頭といった問題に対抗するため、

様々な構造改革に取り組みをみせている。このような取り組みの中には、本稿で取り扱っ

た、EMS を自社の工場へ取り入れていく動きや、EMS へ工場を売却し、Cisco のような

ファブレスメーカーへ転身しようとする動きが挙げられる。本稿では、書面の都合上、日

本における EMS の動向は扱うことができなかったが、今回の分析からも、いくつかの点

で日本における EMS やファブレスメーカーという形態に対して、その有効性を疑うこと

ができる。 

 

例えば、EMSに関して言えば、EMSは規模の利益をベースとしたビジネスモデルであ

り、顧客企業のニーズを満たすことができる、グローバルで効率化された生産拠点が必要

となる。しかし、国内メーカーが行おうとする EMS は、実験的小規模な社内 EMS であ

ったり、競争力のある一部の国内工場だけを独立化させる内容であり、これでは欧米の

EMS を成り立たせている、規模の利益を獲得することは難しい。また、少数で規模の限

られた国内工場や、アジア地域を中心拠点とする国内メーカーでは、EMSに求められる、
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グローバルなサポート体制を構築するのは難しいといえる。 また、一方のファブレス化

という形態についてであるが、今後予想される中国の成長を考えれば、冒頭で牧野氏が挙

げたようなバーチャル化は確かに必要不可欠な要素と言える。 しかしファブレスメーカ

ーという形態は、本来の本業であるもの作りを行わないため、コア・コンピタンスが非常

に曖昧なものと化し、なおかついかにそれを維持してゆくのかが非常に難しい。先の例で

挙げた Cisco の場合、アウトソーシングにより実現した高い株価で、次々と新技術を持っ

たベンチャー企業を買収し、これにより新たな技術を獲得することで56、常に先端技術を

補ってきたわけであるが、やはり 10年余りで 70社近くもの企業を買収すれば、おのずと

企業の一体性が失われ、なおかつ図表 10 が示すように、同社が積極的に M&A を行った

90年代後半は、ROAや ROEが低下しており、買収により得たものが、必ずしも収益へ結

びついていないことが分かる。 

 

そして、これまで確固たる技術的基盤をもとに成長してきた日本企業が、Cisco のよう

に工場を持たないファブレスメーカーへ転身を図れば、やはり中長期的には技術基板を失

ってしまうことが予想される。また、同様に Cisco の M&A を基本とした技術の保管は、

企業文化が根強い日本社会では、むしろ企業の一体感をそぎ、マイナス効果となるように

思われる。 また先の所で見たように、EMS へ生産をアウトソーシングすることは、従

来メーカーが保持していた製造技術の基板や、部品サプライヤーとの関係を手放すことに

つながり、このような形態が同業他社へも広く普及し、少数の寡占化した EMS が一手に

生産を代替するようになれば、やはり製品機能による差別化は行いにくくなり、もはや企

業の独自性を支えているのは、一種のブランド価値ということになってしまうのではない

だろうか。 

 

このようなことを考えれば、やはり冒頭の提言が示したような欧米型の水平分業型の体

制を鵜呑みにし、日本企業がこの方向へ進んでいくことは危険だと思われる。確かに、Cisco

が行っていたような、IT 化や戦略的事業特化は必要不可欠だと言えるが、EMS 化やファ

ブレス化に関しては、十分な戦略を考えてから、取り組んでいくべき課題であると思われ

る。そして、EMS とファブレスというモデルに関しても、やはりサプライヤーが犠牲と

なってしまうことを考えれば、企業系列や地域の産業クラスターを活かしたような、ゼロ

サム的改善ではない日本独自の新たなモデルを考えていくべきではないだろうか。 

（Keiji Mishima, 本学大学院国際関係研究科前期課程） 
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1 バーチャル・カンパニーは Amazon.com のような店舗を持たず、e-commerce に特化をした企業を指

す場合もあるが、本稿では、情報通信技術を利用することで、複数の企業間結合を行い、なおかつ

１つの企業のようにバリューチェーンを形成するメーカーを対象にしている。 
2 ファブレスとは、fabrication-less の略称であり、生産設備を持たないことを示すものである。フ

ァブレスメーカーとは、このような意味から、研究開発やマーケティング、そして販売戦略などに

特化をし、社外の工場を活用して、自社の製品を製造する、製造を行わないメーカーのことを意味

する。 
3 OEM: （Original Equipment Manufacturing :相手先ブランド生産）、本稿第２章を参照 。 
4 EMS: (Electronics Manufacturing Service : 製造請負サービス、電子機器受託製造サービス)、

本稿第２章を参照。 
5 Solectron 米国カリフォルニア州ミルピタアスに本社を置く、業界最大手の EMS。詳細は本稿第２

章を参照。 
6 『日本経済新聞』2000 年 10 月 19 日参照 
7 EMSI (Electronics Manufacturing Service Industry：EMS 産業)。日本プリント回路工業会理事/

キョウデン 代表取締役会長の橋本 浩氏が、1999 年度 9 月 10 日に行った、『アジア電子回路産業

の将来ビジョン』というプレゼンテーション資料の中、でこの用語を使用している。詳細は

http://www.jpcanet.or.jp/ を参照。 
8 カリフォルニア州サンノゼに拠点を置く EMS で、現在業界の第 2 位の位置につけている。特に、昨

年はスウェーデンの Ericsson が携帯電話機製造から撤退する際、製造工場を一括して引き取った

のに加え、米国 Motorola や Microsoft からも大口の仕事を獲得し、現在非常に急成長をしている

EMS である。そして、昨年には試作プリント基板の分野で活躍をする日系 EMS のキョウデンと提携

を発表し、キョウデンの事務所内に日本事務所を設立し、本格的日本進出を図ろうとしている。 
9 欧米 EMS の日本における近年の活動としては、次のような提携や買収が行われている。 

Solectron：「1992 年 9 月プログラムオフィス開設」、「1999 年 4 月に藤田電気製作所の一部を買収」、 

     「2000 年 10 月に Sony 中新田工場を買収」、「2001 年 10 月 NEC 茨城工場買収」 

SCI Systems：「2000 年 6 月に日本事務所設立」、「2001 年 12 月にソーワコーポレーションと提携」 

Flectronics：「2001 年 5 月にキョウデンと提携」、「2001 年 7 月に日本事務所設立」 

Celestica：「1997 年日本事務所設立」、「2001 年 4 月にエヌケイテクノの一部を買収」、 

「2001 年 5 月にアポロ技研と提携」、「2002 年 1 月 NEC 宮城工場と NEC 山梨工場を買収」 

Jabil Circuit：「2001 年 1 月 Jabil Circuit Japan 設立」、「2001 年 5 月に京浜アートワークと提

携」 
10 NEC アメリカ、バイス・プレジデントである稲垣氏は、EMS 研究において第一人者とされており、

彼が著した『アメリカ生産革命』と『EMS 戦略』は、その他の文献や報告書でも参考資料として数

多く利用されている。  
11 Cisco systems:カリフォルニア州サンノゼに本社を置く、IP ネットワーク機器の最大手メーカー。

詳細は本稿第 3 章を参照。 
12 Dell Computer: インターネットを利用したダイレクト販売で知られる米国の PC メーカー。中間業

者を一切排除した同社のダイレクト販売はデル・モデルとも言われている。同社は、このダイレク

ト販売と顧客から注文を受け生産を行う BTO(build to order)で、極端に在庫日数を減らし、なお

かつ顧客の要望にあった高性能で低価格な PC を販売することで、PC 部門、サーバー部門の両方で

現在シェアを伸ばし続けている。 
13 原田 保、『EMS ビジネス革命』、2001 年、まえがき部分（ⅳ）と、本文全体を通じての主張となっ

ている。 
14 牧野 昇、『製造業は不滅です』、2001 年、本文 p5、pp108～p140 を参照。 
15 CM:( Contract Manufacturers)、もしくはCEMs（Contract Electronics Manufacturers）と呼ばれ

ることもある。本稿では、EMSに統一して表記する。 
16 HP:(Hewlett Packard)。本稿では、以下 HP と表記する。 
17 アナリー・サクセニアン、1995 
18 Sun：(Sun Microsystems)：1982年にスタンフォードの学生達を中心に設立されたコンピュータ
ーメーカーで、 現在 Unixサーバー市場で Topシェアを誇っている。 
19 SMT:(Surface Mount Technology: 表面実装技術)。 
20 アナリー・サクセニアン、1995 
21 基板組立て 

http://www.jpcanet.or.jp/
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22 アナリー・サクセニアン、1995 
23 CSI(Weekly Customer Satisfaction: 顧客満足指標)。 
24 日本のデミング賞などをモデルとして 1987 年に誕生したのがマルコム・ボルドリッジ国家品質賞

（MB 賞）。MB 賞は、1.お客様に常に改善されている価値を提供し市場で成功を収める、2.企業の総

合的な業績と能力を改善する、という二つの結果指向的な目標達成を目指して競争力を向上しよう

とするものである。一度、受賞をすると 5 年間はエントリーすることができない。 
25 ODM:( Original Design Manufacture の略称)。 
26 北 真収、『日本企業の工場改革の参考になるか』、2001年、開発金融研究所、p102 
27 原田 保、『EMSビジネス革命』、2001年、pp61～p63 
28 藤坂 浩司、『EMSがメーカーを変える』、2001年、pp34～p36 
29 稲垣 公夫、『EMS戦略』、2001年、p9、pp67～p70 
30 Solectron は ODM の大手 Acer と提携し、SCI はラップトップ PC の ODM であるユニュウィルに資本

参加した。詳細については、稲垣 公夫、『EMS 戦略』、pp69-70 を参照。 
31 FDA:( Center for Food safety & Applied Nutrition:連邦食品医薬品局)。 
32 稲垣 公夫、『EMS戦略』、2001年、pp56～p57 
33 SCI:アラバマ州ハンツビルに本社を置く EMS。正式名称は SCI(Space Craft Inc) Systems である。

同社は 1999 年までは業界最大手の EMS であったが、利益率の低い PC 部門を多く手掛けていたこと

などで、Solectron に業界 1 位の座を明け渡すこととなった。 
34北 真収、『日本企業の工場改革の参考になるか』、2001年、開発金融研究所、p109 
35 フロリダに本社を置く、大手 EMS の１つ。他の巨大 EMS と比較すると規模は小さいが、Cisco など

の高機能な通信機器を多く手掛けているので、収益率は他の EMS より高い数値となっている。 
36 ERP:( Enterprise Resource Planning: 企業資源計画)。企業全体を経営資源の有効活用の観点か

ら統合的に管理し、経営の効率化を図るための手法・概念のこと。これを実現するための統合型(業

務横断型)ソフトウェアを ERP パッケージと呼ぶ。代表的な ERP パッケージとしては、ドイツ SAP

社の R/3、PeopleSoft 社の PeopleSoft、データベースベンダとして有名な Oracle 社の Oracle 

Applications、オランダ Baan 社の BAAN IV などがある。 
37 NPI センター:(New Product Introduction)。新製品の設計や試作を行う、いわば研究開発機能を

備えた工場。 
38 Intel の創設者の一人である Gordon Moore 博士が 1965 年に経験則として提唱した、「半導体の集

積密度は 18～24 ヶ月で倍増する」という法則。 
39 文明批評家のジョージ・ギルダーが指摘したもので、光ファイバー上に流すことができるデータ－

量は 6 ヶ月ごとに倍増するというもの。これは、ネットワークの速度がこのような周期で高速化し

ていくということを表している。 
40 SCM:( Supply Chain Management)。企業活動の管理手法の一つ。取引先との間の受発注、資材の調

達から在庫管理、製品の配送まで、いわば事業活動の川上から川下までをコンピュータを使って総

合的に管理することで余分な在庫などを削減し、コストを引き下げる効果があるとされる。 
41 稲垣 公夫、『EMS戦略』、2001年、pp21～p22 
42 北 真収、『日本企業の工場改革の参考になるか』、2001年、開発金融研究所、p107 
43 CCO:(Cisco Connection Online)。Cisco が顧客へ提供する e-commerce サイト。顧客は CCO を訪れ

ることで、製品注文、製品仕様・発注状況・配達日時といった項目を確認することができる。 
44 BTO:(Build To Order の略：受注生産方式)。顧客から注文を受けてから製品を生産する方式。パ

ソコン直販メーカーの Dell Computer 社がこの方式で成功を収めたため、多くの大手コンピュータ

ーメーカーがこの方式を採用し始めている。 
45 稲垣 公夫、『EMS戦略』、2001年、pp37～p38 
46 DSL:( Digital Subscriber Line)。電話線を使って高速なデジタルデータ通信をする技術の総称。

既存の電話線を流用できるので、光ファイバーが普及するまでの「つなぎ」サービスとして急速に

普及しているが、電話局と利用者の距離が短くないと使えない、日本では ISDN と混信する恐れが

あるなどの欠点もある。 
47 ISP:(Internet Services Provider:インターネットアクセスプロバイダ, プロバイダ)。インター

ネット接続業者。電話回線や ISDN 回線、データ通信専用回線などを通じて、顧客である企業や家

庭のコンピュータをインターネットに接続するのが主な業務。付加サービスとして、メールアドレ

スを貸し出したり、ホームページ開設用のディスクスペースを貸し出したり、オリジナルのコンテ

ンツを提供したりしている業者もある。 
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48 日本経済新聞、2001 年 8 月 27 日、米 Solectron CEO コウイチ、ニシムラ氏のインタ 

ービュー記事、Web-Site ZDNET のニュース記事 

（http://www.zdnet.co.jp/zdii/0104/25/an_022.html）、

（http://www.zdnet.co.jp/zdii/0105/11/an_001.html）を参照。 
49『半導体不況の先行き』、2001年、三和総合研究所、pp2～p3を参照 
 （http://www.sric.co.jp/publication/report/2001/0156.pdf ）より入手。  
50 日本経済新聞、2001 年 8 月 27 日参照。 
51 北 真収、『日本企業の工場改革の参考になるか』、2001年、開発金融研究所、p111 
52 日経産業新聞、2001 年 8 月 26 日参照。 
53 SCI の場合、1999 年度に 1 万 7,500 ものサプライヤーから 205 億個もの部材を調達している。SCI 

Annual Report 参照。 
54 日経産業新聞、2001 年 8 月 26 日参照。 
55 週刊ダイヤモンド、2001年 11月 17日号 pp36～p37 
56 Cisco はこのような、買収による新規技術の獲得も R&D の１つと考えており、同社ではこれを A&D

（Acquisition and Development）と読んでいる。 
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